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昭和45年度（1970年度）から平成2年度（1990年度）までの、5年ごとの札幌管区気象
台における一般会計決算額の推移は表4-1のとおりである。

昭和48年度（1973年度）には、岩見沢ほか5測候所の資金前渡官吏等会計機関を廃止し、
会計事務を札幌管区気象台に集約した。また、昭和40年代（1965年～ 1974年頃）後半か
らの急激なインフレーションや国家公務員の給与改善等に伴い、昭和45年度（1970年度）
から昭和50年度（1975年度）にかけての決算額の上昇幅が特に大きくなっている。

なお、昭和45年度（1970年度）に制定された空港整備特別会計法により空港整備特別
会計が設置されたことに伴い、当台においても昭和 48年度（1973年度）から特別会計予
算の配賦が開始された。

表4-1　一般会計決算額の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　  
［昭和45年度～平成2年度（1970年度～1990年度）］
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次に、直近の動向として、平成16年度（2004年度）から令和6年度（2024年度）までの、
5年ごとの一般会計および特別会計の決算額の推移は表4-2のとおりである。

２．平成16年度～令和6年度（2004年度～2024年度）の決算推移と背景

この間、会計機関としては平成17年度（2005年度）に旭川ほか4地方気象台の資金前渡
官吏等会計機関を廃止し、その会計事務を札幌管区気象台へ集約した。さらに、平成25年
度（2013年度）には函館海洋気象台が函館地方気象台へ移行し、会計事務については札幌
管区気象台へ集約した。
また、平成23年度（2011年度）には、東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）を受けて
巨大地震・津波に対する観測監視体制の強化等を図ったほか、平成30年度（2018年度）には、
北海道胆振東部地震を受けて地上気象観測施設等の非常用電源強化を実施した。

（楢山　大）

表4-2　一般会計・特別会計決算額の推移　　　　　　　　　　　
     ［平成16年度～令和6年度（2004年度～2024年度）］
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令和1年度
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3,465,881

822,798

4,288,679
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